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本
部
青
年
部
大
会

書
面
会
議
で
承
認

本
部
主
婦
会
総
会

昨
年
同
様
、書
面
会
議
に
て
行
う

取扱い窓口
金融機関（代理店）
みずほ銀行本・支店のみ
建退共事業本部のみ

交換期間
令和3年10月1日～令和3年12月末日
令和4年1月1日～令和4年6月末日
令和4年7月1日～令和5年9月末日

本
部
青
年
部
で
は
、
本
部
青
年
部
大
会
を
昨
年
同

様
「
書
面
表
決
形
式
」
で
開
催
し
ま
し
た
。
通
常
、

県
下
各
支
部
か
ら
青
年
部
員
が
集
い
、
こ
の
一
年
間

の
青
年
部
活
動
の
総
括
と
新
た
な
一
年
の
活
動
方
針

を
決
定
し
て
い
た
と
こ
ろ
で
す
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
防
止
の
為
、
書
面
会
議
と
い

う
形
式
で
の
開
催
と
な
り
ま
し
た
。

議
案
と
し
て
、【
第
一
号
議

案
】
令
和
三
年
度
青
年
部
活
動

方
針
（
案
）
に
お
い
て
は
、
Ｗ

ｅ
ｂ
会
議
等
を
用
い
た
有
意
義

な
幹
事
会
の
開
催
と
、
各
支
部

青
年
部
の
確
立
と
拡
大
に
つ
い

て
、
ま
た
【
第
二
号
議
案
】
令

和
二
年
度
青
年
部
役
員
（
案
）

で
は
、
本
部
青
年
部
ス
タ
ッ
フ

と
し
て
、
部
長
に
方
山
さ
ん
、

副
部
長
に
副
島
さ
ん
、
事
務
局

長
に
瀬
尾
さ
ん
が
選
出
、
ま
た

幹
事
に
は
各
支
部
か
ら
二
名
が

選
出
さ
れ
る
こ
と
が
提
案
さ
れ

ま
し
た
。

決
議
に
つ
い
て
は
、
本
部
青

年
部
役
員
と
各
支
部
事
務
所
に

総
会
資
料
を
配
布
し
、
七
月
五

日
㈪
を
締
切
と
し
て
書
面
表
決

書
20
枚
を
回
収
。
表
決
の
結
果

は
満
場
一
致
で
、
令
和
三
年
度

活
動
方
針
、
並
び
に
令
和
三
年

度
役
員
、全
て
の
議
案
に
つ
き
ま

し
て
承
認
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

昨
年
度
は
県
内
で
も
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
す
る
ワ

ク
チ
ン
接
種
が
始
ま
り
少
し
ず

つ
で
は
あ
り
ま
す
が
明
る
い
兆

し
が
見
え
始
め
て
い
ま
す
。
本

部
青
年
部
、
各
支
部
青
年
部
と

も
に
活
動
し
に
く
い
一
年
と
な

り
ま
し
た
が
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

収
束
後
に
は
、
本
部
・
支
部
青

年
部
ど
ち
ら
に
お
い
て
も
活
発

な
活
動
を
推
進
し
て
頂
き
ま
す

よ
う
、
宜
し
く
お
願
い
い
た
し

ま
す
。

令
和
三
年
度
「
本
部
主
婦
会
総
会
」
を
、
令
和
三

年
七
月
六
日
㈫
に
予
定
し
て
い
ま
し
た
が
、
コ
ロ
ナ

禍
の
現
在
、
三
密
を
避
け
る
事
を
考
慮
し
、
本
部
と

各
支
部
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
結
び
、
六
月
十
一
日

に
行
っ
た
「
第
三
回
役
員
・
理
事
会
」
で
、
昨
年
と

同
様
に
書
面
会
議
と
す
る
事
が
決
定
し
ま
し
た
。
こ

の
一
年
間
の
活
動
経
過
報
告
・
新
年
度
活
動
方
針

（
案
）・
役
員
改
選
（
案
）
に
つ
い
て
の
議
案
書
を

各
支
部
主
婦
会
会
員
へ
送
付
し
取
り
組
む
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。

主
婦
会
は
、
組
合
本
部
と
各

支
部
役
員
の
指
導
を
得
な
が
ら
、

組
合
業
務
の
内
容
を
十
分
に
理

解
す
る
と
共
に
、
組
合
本
部
の

運
動
に
、
組
合
員
で
あ
る
ご
主

人
と
共
に
主
婦
の
立
場
で
参
加

し
各
種
取
り
組
み
を
進
め
て
ま

い
り
ま
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

拡
大
の
収
束
が
見
い
だ
せ
な
い

中
、
県
下
各
地
か
ら
一
堂
に
会

し
て
の
集
会
や
、
そ
の
他
各
種

運
動
も
中
止
せ
ざ
る
を
得
な
い

状
況
で
す
。
例
年
開
催
し
て
い

た
「
日
帰
り
旅
行
会
」「
新
春

交
流
会
」は
中
止
を
決
定
し「
広

島
原
爆
慰
霊
祭
」
へ
の
主
婦
会

か
ら
の
参
加
は
行
わ
ず
、「
長

崎
原
爆
殉
難
者
慰
霊
祭
」
も
例

年
各
支
部
の
主
婦
会
か
ら
参
加

す
る
と
こ
ろ
で
す
が
、
規
模
縮

小
の
た
め
、
主
婦
会
を
代
表
し

馬
場
主
婦
会
長
と
山
形
副
会
長

の
二
名
が
参
列
し
、
献
水
・
千

羽
鶴
の
献
納
を
行
い
ま
し
た
。

各
支
部
で
は
、
住
宅
デ
ー
、

慰
霊
碑
の
清
掃
、
慰
霊
祭
に
供

え
る
千
羽
鶴
の
作
成
に
心
を
込

め
た
平
和
活
動
、
長
建
国
保
の

健
全
運
営
の
た
め
の
「
ハ
ガ
キ

要
請
行
動
」
な
ど
に
取
り
組
ん

で
い
た
だ
き
ま
し
た
。

コ
ロ
ナ
禍
の
厳
し
い
状
況
で

は
あ
り
ま
す
が
、
女
性
の
立
場

か
ら
も
組
合
活
動
に
多
く
の
参

加
を
呼
び
か
け
、
家
族
ぐ
る
み

の
運
動
を
行
い
、
主
婦
会
会
員

の
拡
大
に
向
け
て
取
り
組
み
ま

す
。

【建退共の制度が一部変更されます】
～令和3年10月1日より施行されます～

①建退共の掛金日額を改定いたします。
退職金給付水準を維持するため掛金日額を310円から320円に改定いたします。
⑴ 令和3年10月1日以降は新しい共済証紙しか販売しておりません。
令和3年10月1日以降は、310円証紙は販売いたしませんので令和3年9月30日まで就労
する見込みがある場合及び9月就労分を翌月購入されている場合は、必要数を見込んで9月
30日までに購入してください。
⑵ 310円証紙は320円証紙と交換できます。
310円証紙が残っている場合は、最寄りの金融機関で「共済契約者証」を提示し、次の期
間内に証紙の交換を申し出てください。（※一部取り扱いのない店舗もございますので、金
融機関へご確認ください。）

⑶ 令和3年10月1日以降は310円証紙を電子申請方式の退職金ポイントに交換することはで
きません。
310円証紙を退職金ポイントに交換する場合は、令和3年9月30日までに申請いただくか、
令和3年10月1日以降、一度320円証紙に交換した後、退職金ポイントに交換していただく
こととなりますので、ご留意ください。（既に購入済みの退職金ポイントについては、令和
3年10月以降の就労実績分は自動的に320円で付与されるため、ポイントの交換は必要あり
ません。）
⑷ 共済手帳はそのままお使いください。
1 令和3年9月末日までに発行された共済手帳はそのままご使用ください。現在お持ちの
共済手帳は証紙の貼付が満了するか、表紙に記載されている次回更新時期が到来するまで
（次回更新時期の記載がない場合は手帳交付日から2年を経過するまで）更新手続きは必
要ありません。
2 令和3年9月末日までの就労分は310円証紙を、令和3年10月1日からの就労分は320円
証紙を貼付してください。
3 令和3年10月以降に発行された共済手帳には310円証紙を貼付することはできませんの
で、更新の際は、9月30日までの就労分の貼付もれがないようご注意ください。

②予定運用利回りの引き下げに伴い、退職金額が改定されます。
⑴ 制度の安定的な運営を図るため、予定運用利回りが現行の3．0％から1．3％に変更されます。
⑵ 現在、加入されている方の令和3年9月末までの掛金納付分は、従来通りの予定運用利回
りが保証されます。
⑶ 令和3年10月1日以降の掛金納付分については、予定運用利回り1．3％で算定された退職
金額となります。

※組合で建退共に加入されている方は、令和3年10月分より、6，760円（9月分までは6，550円）へ金額変更
となります。
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建設キャリアアップシステム
（CCUS）技能者登録推進

助成金について
建設キャリアアップシステムは2019年4月よ
り本格運用が開始されています。
建設長崎では、このシステムを活用し、技能
者登録の推進や、技能者の処遇改善、中小零細
事業者の仕事確保をめざすため、技能者カード
を取得した組合員を対象に、助成金の給付を
行ってまいります。

○助成内容

対 象 者 技能者カードを取得した組合員
申請期間 2021年6月1日から2022年5月

31日
※2021年6月1日以前に技能者
カードを取得した方の申請は
2021年12月末までとなります。

申請方法 各支部にある申請用紙に記入し、
登録カードの写しを添付して申
請。

助 成 額 1人2，000円

技能者登録料 ①簡略型 2，500円
②詳細型 4，900円

熱中症に注意‼
予防のためにこまめな水分、
塩分の補給を心がけ、休憩
も十分に取りましょう。

本
部
主
婦
会
役
員
（
敬
称
略
）

会
長

馬
場
ヒ
ロ
子

（
中
央
支
部
）

副
会
長

山
形
マ
ス
子

（
浦
上
西
支
部
）

副
会
長

金
子

嘉
子

（
佐
世
保
中
央
支
部
）

副
会
長

久
保
田
由
美
子

（
島
原
支
部
）

事
務
局
長

井
関

一
幸

（
専
従
）

事
務
局
次
長

馬
場

久
恵

（
専
従
）

本
部
青
年
部
役
員
（
敬
称
略
）

部
長

方
山

栄
治

（
大
浦
支
部
）

副
部
長

副
島

具
巳

（
大
村
支
部
）

事
務
局
長

瀬
尾

友
謙

（
佐
世
保
中
央
支
部
）

事
務
局
次
長

山
本
祐
一
郎

（
専
従
）

7

�
�
�

�
�
�

毎月1回15日発行 2021年（令和3年）7月15日発行建 設 長 崎第673号 （1974年5月30日 第3種郵便物認可）1�



料金

48，000円

60，000円

120，000円

240，000円

資本金

2，000万円以上5，000万円未満

5，000万円以上1億円未満

1億円以上3億円未満

3億円以上10億円未満

料金

変更なし

6，000円

6，000円

12，000円

24，000円

資本金

一人親方

一人親方以外の個人事業主

500万円未満

500万円以上1，000万円未満

1，000万円以上2，000万円未満

時間外労働・休日労働をさせるためには、36協定の締結が必要です。
Point

1
労働時間・休日に関する原則
法律で定められた労働時間の限度
1日8時間及び1週40時間 ▲

これを超えるには、
36協定の締結・届出が必要です。法律で定められた休日

毎週少なくとも1回

時間外労働の上限が罰則付きで法律に規定されます。
さらに、臨時的な特別な事情がある場合にも上回ることができない
上限が設けられます。

Point

2

上限規制の適用が猶予・除外となる事業・業務があります。
Point

3
猶予後の取扱い

（2024年4月1日以降）
●災害の復旧・復興の事業を除き、上限規制がすべ
て適用されます。
●災害の復旧・復興の事業に関しては、時間外労働
と休日労働の合計について、
✓月100時間未満
✓2～6か月平均80時間以内
とする規制は適用されません。

猶予期間中の取扱い
（2024年3月31日まで）

上限規制は適用されま
せん。

事業・業務

建設事業

「所定」と「法定」の違い
Point

4

36協定とは

就業規則とは

労働契約書、雇入通知書とは

①事業者登録料（5年ごと）

②管理者 ID利用料（1年ごと）
1IDあたり 11，400円 ※一人親方は2，400円

③現場利用料（利用ごと）
1人日・現場あたり 10円

労働者の労務管理は出来ていますか？
2019年4月1日から「働き方改革関連法」が順次施行されています。
事業主には労働者の労働時間管理などが求められており、労働基準法に違反
した場合、罰金などが科せられることもあります。

●労働基準法では、労働時間は原則として、休憩時間を除いて1日8時間・1週40時間以内
とされています。これを「法定労働時間」といいます。また、休日は原則として、毎週少
なくとも1回与えることとされています。
●法定労働時間を超えて労働者に時間外労働をさせる場合や法定休日に労働させる場合には、
�労働基準法第36条に基づく労使協定（36（サブロク）協定）の締結
�所轄労働基準監督署長への届出
が必要です。
●36協定では、「時間外労働を行う業務の種類」や「時間外労働の上限」などを決めなけれ
ばなりません。

●今回の改正によって、法律上、時間外労働の上限は原則として月45時間・年360時間と
なり、臨時的な特別の事情がなければこれを超えることができなくなります。
●臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、以下を守らなければ
なりません。
�時間外労働が年720時間以内
�時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満
�時間外労働と休日労働の合計について、「2か月平均」「3か月平均」「4か月平均」「5
か月平均」「6か月平均」が全て1月当たり80時間以内
�時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年6か月が限度
●上記に違反した場合には、罰則（6か月以下の懲役または30万円以下の罰金）が科される
おそれがあります。

！ 特別条項の有無に関わらず（※）、1年を通して常に、時間外労働と休日労働の合計は、
月100時間未満、2～6か月平均80時間以内にしなければなりません。

●今回の法改正の内容を正しく理解していただくには、まず「時間外労働」と「休日労働」
について、法律上の規定を正しく理解していただくことが必要です。
●時間外労働については、一般的に考えられている「残業」と法律上の「時間外労働」が異
なっている場合があるので注意が必要です。
いわゆる「残業」というと、会社で定めた「所定労働時間」を超える時間のことを指すと
考える方が多いのではないでしょうか。一方、法律上の「時間外労働」とは、労働基準法
で定められた「法定労働時間」（1日8時間・1週40時間）を超える時間のことをいいま
す。

例えば、始業時刻が9：00、休憩時間が12：00～13：00、終業時刻が17：30の会社であれば、
所定労働時間は7：30となります。

この場合に、9：00に始業し18：00に終業した労働者については、いわゆる「残業」は30分
になりますが、法律上の「時間外労働」は無しとなります。ただし、残業手当の算定基準を、
「所定労働時間」を超える時間とするか、「法定労働時間」を超える時間とするかは、労使
の定めによって決まります。

●休日労働についても同様に注意が必要です。
いわゆる休日労働というと、会社で定める「所定」休日に労働した時間と考える方が多い
のではないでしょうか。一方、法律上の休日労働とは、労働基準法で定められた「法定」
休日に労働した時間のことをいいます。
労働基準法では原則として、使用者は労働者に対して毎週少なくとも1回休日を与えなけ
ればならないとされています。このため、「法定」休日とは、1週間につき1日の休日の
ことをいいます。

例えば、毎週土曜・日曜を所定休日、そのうち日曜を法定休日と定めている事業場であれば、
土曜日に労働した時間は「法定」休日労働には該当せず、日曜日に労働した時間が「法定」
休日労働となります。

月曜～土曜までに労働した時間が40時間を超えていた場合には、超えた時間は「時間外労働」
にカウントされるので、注意が必要です。

労働基準法36条に基づき、時間外労働や休日勤務等について、労使間で結ばれる協定のことです。
会社は法定労働時間（1日8時間、週40時間）を超える時間外労働および休日勤務などを命じる場合、書面による協定（36協定）を結び労働基準監督署に届け出る義務がありま
す。違反した場合、6か月以下の懲役または30万円以下の罰金となります。36協定は労働者が1人であっても届け出る必要があります。

雇用主と従業員の間の雇用に関するルールを事業場ごとに定めたものです。
常時10人以上の労働者を使用する雇用主は、就業規則を作成し、所轄の労働基準監督署に届出をしなければなりません（労働基準法89条）。

労働者を雇い入れる際に、事業主（雇用者）は労働者に対し、労働条件等について書面による通知が必要です。
労働条件等…雇用期間、仕事の内容、勤務時間、休日、賃金等。

利用料金

事業者登録の流れ建設キャリアアップ
システム

用

語

解

説

（1974年5月30日 第3種郵便物認可） 第673号 2�建 設 長 崎毎月1回15日発行 2021年（令和3年）7月15日発行



【計算方法の選択】
仕入税額

積上計算（原則）
割戻計算（特例）
積上計算

売上税額

割戻計算（原則）

積上計算（特例）

1．仕入税額控除とインボイス制度
売上の消費税から仕入等の消費税（控除対象仕入税

額）を控除することを仕入税額控除といいます。売上
と仕入は表裏の関係であり、仕入れた物品に対しては
売り上げた者が消費税を負担していることから、その
分の消費税を差引くことにより消費税の累積を排除し
ます。
この仕入税額控除を行うための適用要件が2023年10

月からは適格請求書等保存方式（インボイス制度）に
変わります。インボイス制度とは、「適格請求書発行
事業者登録制度」を中心とし、原則として「適格請求
書発行事業者」から交付を受けた登録番号の記載のあ
る「適格請求書」「適格簡易請求書」のいずれかの保
存および帳簿の保存を仕入税額控除の要件とするもの
です。

2．事業者登録制度
⑴ 適格請求書発行事業者とは
課税事業者であって、納税地の所管税務署長に「適

格請求書発行事業者の登録申請書」を提出し登録を受
けた事業者をいいます。適格請求書発行事業者に関す
る情報に関しては国税庁のHPで公表されています。
⑵ 登録申請
①課税事業者は2021年10月1日よりいつでも登録申請
書を提出することができます。なお2023年10月1日
から登録を受けるためには、原則として2023年3月
31日（半年前）までに登録申請を行う必要がありま
す。ただし特定期間（前年の1月1日から6月30日）
による納税義務の特例判定により課税事業者となる
場合には、2023年6月30日までに登録申請を行うこ
とが必要です。

②2023年3月31日までに登録申請書を提出できなかっ
たことに困難な事情（その困難の度合いは問わな
い）がある場合は、9月30日までの間に登録申請書
にその困難な事情を記載して税務署長に提出し税務
署長より登録を受けたときは、10月1日に登録を受
けたものとして取り扱われます。

⑶ 免税事業者が適格請求書発行事業者となる場合
①免税事業者は登録を受けることはできません。しか
し、登録を受けようとする課税期間内に課税事業者
となるとき（以下のアとイの場合）は登録申請書を
提出できます。

ア、免税事業者が基準期間における課税売上高が1，000
万円超であることにより、翌々課税期間から課税事
業者となる場合。

イ、免税事業者が課税事業者選択届出書を提出し、翌
課税期間から課税事業者となることを選択する場合。
なお、免税事業者が課税事業者となる課税期間の初
日から登録を受けようとする場合には、原則として、
その課税期間の初日の前日から起算して1カ月前の
日までに登録申請書を提出しなければなりません。

登録申請書

免税事業者 課税事業者
適格請求書発行事業者

1ヵ月前の日 登　録

免税事業者が適格請求書発行事業者となる場合

②登録初年度の経過措置
免税事業者が2023年10月1日を含む課税期間中に登
録を受けることとなった場合には、その登録を受け
た日から課税事業者となるという経過措置がありま
す。この場合には登録日から課税事業者となること
から、登録を受けるにあたって課税事業者選択届出
書を提出する必要はありません。

登録申請書
12/31

申請期限
2023（R5）3/31

登録日
2023（R5）10/1

12/31

免税事業者 適格請求書発行事業者
（課税事業者）

������������������

12月決算の免税事業者が2023年10月1日に登録を受けるた
め、2023年3月31日までに登録申請書を提出し、2023年10月
1日に登録を受ける場合

2023年1月1日から9月30日は免税事業者、2023年10月1日以降は適格
請求書発行事業者（課税事業者）となります。
※課税事業者選択届出書の提出は不要です。
※2023年3月31日までに提出が困難な事情がある場合は、2023年9月30日
までに困難な事情を記して提出。

③12月決算の免税事業者が2023年10月1日を含む課税
期間の翌課税期間の初日（2024年1月1日）から登録
を受ける場合（登録初年度の経過措置の適用がない）。

登録申請書

1/1

申請期限
2023（R5）11/30

登録日
2024（R6）1/1

課税事業者選択届出書
1/1

12/31
12/31

免税事業者 適格請求書発行事業者
（課税事業者）

課税事業者選択届出書を適格請求書発行事業者になろうとする課税期間
の直前の課税期間（2023年1月1日～12月31日課税期間）中に提出する必
要があります。
また、登録を受けようとする課税期間の初日の前日から起算して1月前
の日（2023年11月30日）までに登録申請書を提出しなければなりません。

⑷ 登録初年度の簡易課税制度の届出の特例
簡易課税の適用を受けようとする場合には課税期間

の初日の前日までに「消費税簡易課税制度選択届出
書」を提出する必要があります。免税事業者が2023年
10月1日より適格請求書等発行事業者（課税事業者）
となる場合には、2023年12月31日までに「消費税簡易
課税制度選択届出書」を提出すれば2023年分の消費税
の申告より簡易課税を選択することが可能です（なお
適用を受けた場合には翌年2024年分の申告も簡易課税
が義務づけられます）。

3．登録と取消等
⑴ 登録申請書の提出を受けた税務署長は適格請求書
発行事業者登録簿に登録を行い、事業者に対しては
書面で通知します。また登録された事項は国税庁の
HPに登録後速やかに公表されます。

⑵ 適格請求書発行事業者は、登録簿に登録された事
項に変更があった時は速やかに「適格請求書発行事
業者登録簿の登録事項変更届出書」を提出しなけれ
ばなりません。

⑶ 適格請求書発行事業者が「適格請求書発行事業者
の登録の取消を求める旨の届出書」（以下、登録取
消届出書）を提出した場合は、適格請求書発行事業
者の登録が失効します。
なお、この登録取消届出書を提出しない限り半永

久的に適格請求書発行事業者となり、基準期間等の
金額に関係なく相手の求めに応じて適格請求書を発
行し続けることになり、納税義務は免除されません
（適格請求書発行事業者の登録を受けるということ
は、事実上の課税選択となります）。

⑷ 登録取消届出書の提出があった場合、原則として
その提出日の属する課税期間の翌課税期間の初日以
降に登録が失効します（ただし、この届出書を提出
した日の属する課税期間の末日から起算して30日前
の日からその課税期間の末日までの間に提出があっ
た場合には翌々課税期間の初日以降に登録が失効す
ることになります）。

⑸ 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録を受け
るために課税事業者選択届出書を提出し課税選択の
うえ登録を受けた場合、その後、課税事業者選択不
適用届出書を提出したとしても適格請求書発行事業
者の登録を受けている限りは免税事業者に戻ること
はありません。また、適格請求書発行事業者の登録
を取り消すために登録取消届出書を提出したとして
も課税事業者選択不適用届出書を提出しない限り免
税事業者に戻ることはありません。

登録取消届出書の提出に制限はありませんが、課
税事業者適用届出書により課税事業者となった場合、
2年間は課税事業者としての拘束（100万円以上の調
整対象固定資産を購入した場合は3年）があります。

4．適格請求書発行事業者の義務等
⑴ 適格請求書発行事業者は他の課税事業者から適格
請求書等を求められたときは適格請求書等を発行し
なければならないとされています。

⑵ 適格請求書発行事業者は、交付した適格請求書等
に誤りがあった場合は、修正した適格請求書等を再
交付しなければなりません。

⑶ 適格請求書等を交付した事業者は、交付した書類
の写しを保存しなければなりません。

⑷ 適格請求書発行事業者以外の者の適格請求書等の
交付や、適格請求書発行事業者が偽りの記載をした
適格請求書等を交付した場合は、1年以下の懲役又
は50万円以下の罰金に処せられます。

5．帳簿の記載事項と適格請求書の記載事項等
⑴ 記載事項

適格請求書の記載事項
1適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び
登録番号
2取引を行った年月日
3取引に係る資産又は役務の内容（軽減税率
対象取引については軽減税率である旨）
4税率ごとに合計した取引に係る税抜価格又
は税込価格及び適用税率
5税率ごとの消費税額等
6書類受領者の氏名又は名称

帳簿の記載事項
①取引の相手方の氏名又
は名称
②取引を行った年月日
③取引に係る資産又は役
務の内容（軽減対象取
引については軽減税率
対象である旨）
④取引に係る税込価格

⑵ 登録番号
ア、法人番号を有する課税事業者

Ｔ＋法人番号（数字13桁）
イ、個人事業者、人格のない社団等

Ｔ＋数字13桁（マイナンバーは使用しません）

請求書 △△商事（株）
No.000××

①

平成××年11月30日（株）◯◯御中

（例）

11月分　131,200円（税込み）
日付 品名 金額
11/1 魚※ 5,000円
11/1 牛肉※ 10,000円
11/2 キッチンペーパー

120,000円　　消費税 11,200円

2,000円

… …

合計
消費税 8,000円10%対象

8%対象
80,000円

消費税 3,200円
※軽減税率対象

適用税率及び消費税額等どちらも記載

40,000円
⑤

③

②

③

⑥

④

適格請求書

【適格請求書に記載すべき事項】
①適格請求書発行事業者の氏名
又は名称及び登録番号
②取引を行った年月日
③取引に係る資産又は役務の内
容（軽減税率対象である旨）
④税率ごとに合計した税抜き価
額又は税込価格及び適用税率
⑤消費税額等
⑥書類の受領者の氏名又は名称

【適格簡易請求書の記載事項】
1適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号
2取引を行った年月日
3取引に係る資産又は役務の内容（軽減税率対象取引については軽減税
率である旨）
4税率ごとに合計した取引に係る税抜価格又は税込価格
5税率ごとの消費税額等又は適用税率

適 格 請 求 書

6．免税事業者等からの仕入税額控除に関する経過措置
一定期間、仕入税額のうち一定割合を控除できる経

過措置が設けられています。

控除金額
仕入税額の全額
仕入控除税額相当額×80％
仕入控除税額相当額×50％
仕入税額控除不可

対象期間
2023年9月30日まで
2023年10月1日から2026年9月30日
2026年10月1日から2029年9月30日
2029年10月1日から

7．税額計算
インボイス制度では、売上税額は「割戻計算」が原

則です。特例として消費税額を積み上げて計算する「積
上計算」があります。それに対して仕入税額について
は、「積上計算」が原則で、特例として「割戻計算」
があります。ただし売上の計算が積上計算の場合には
仕入税額の計算を割戻計算とすることはできません。

適格請求書等保存方式（インボイス制度）について
毎月1回15日発行 2021年（令和3年）7月15日発行建 設 長 崎第673号 （1974年5月30日 第3種郵便物認可）3�
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国
保
だ
よ
り

健
康
保
険
に
加
入
し
た
ら

す
ぐ
に
組
合
へ

就
職
し
た
と
き
は
届
出
を

毎
年
三
〜
四
月
は
、
就
職
の

た
め
被
保
険
者
皆
様
の
異
動
が

最
も
多
い
時
期
で
も
あ
り
ま
す
。

長
建
国
保
に
加
入
し
て
い
る
被

保
険
者
（
組
合
員
と
家
族
）が

就
職
し
て
健
康
保
険
証
（
社
会

保
険
）
の
交
付
を
受
け
た
と
き

は
、
十
四
日
以
内
に
そ
の
健
康

保
険
証
の
写
し
を
添
え
て
長
建

国
保
へ
資
格
喪
失
の
届
出
が
必

要
で
す
。
他
の
健
康
保
険
に
加

入
後
、
長
建
国
保
の
資
格
喪
失

の
届
出
を
し
な
い
ま
ま
長
期
間

放
置
し
ま
す
と
、
そ
の
期
間
に

よ
っ
て
は
保
険
料
の
返
還
が
受

け
ら
れ
な
い
、
そ
し
て
療
養
費

申
請
（
医
療
費
の
払
い
戻
し
）

が
で
き
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

お
届
け
忘
れ
が
無
い
よ
う
ご

家
族
様
に
お
か
れ
て
は
再
度
ご

確
認
い
た
だ
き
、
未
だ
届
出
さ

れ
て
い
な
い
方
は
、
速
や
か
に

組
合
へ
お
届
け
下
さ
る
よ
う
お

願
い
し
ま
す
。

七
十
歳
以
上
の
皆
様

「
高
齢
受
給
者
証
」の
更
新
に
つ
い
て

七
十
歳
か
ら
七
十
四
歳
の
方

に
は
、「
高
齢
受
給
者
証
」
を

交
付
し
て
お
り
、
今
お
持
ち
の

高
齢
受
給
者
証
の
有
効
期
限
は

令
和
三
年
七
月
三
十
一
日
と

な
っ
て
い
ま
す
。

七
月
中
旬
よ
り
順
次
、
新
し

い
高
齢
受
給
者
証
（
有
効
期
限

「
令
和
四
年
七
月
三
十
一

日
」）
を
お
送
り
い
た
し
ま
す

の
で
、
八
月
以
降
は
新
し
い
高

齢
受
給
者
証
を
使
っ
て
診
療
を

受
け
て
下
さ
い
。

長
建
国
保
で
は
、
高
齢
受
給

者
証
を
作
成
す
る
際
、
加
入
し

て
い
る
ご
家
族
の
新
年
度
の
所

得
・
課
税
証
明
書
等
に
よ
り
自

己
負
担
割
合
を
判
定
し
て
お
り

ま
す
。
昨
年
度
よ
り
、
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
を
活
用
し
た
情
報
連
携

に
よ
り
所
得
情
報
を
取
得
し
自

己
負
担
割
合
を
判
定
し
て
お
り

ま
す
の
で
、
対
象
者
の
皆
様
に

よ
る
更
新
手
続
き
は
不
要
で
す
。

尚
、
一
定
以
上
の
所
得
が
あ

る
方
、
未
申
告
の
方
、
ま
た
は

何
ら
の
原
因
に
よ
り
所
得
情
報

が
取
れ
な
い
方
に
つ
き
ま
し
て

は
、
別
途
所
得
課
税
証
明
書
等

の
提
出
を
お
願
い
す
る
場
合
も

ご
ざ
い
ま
す
。
対
象
と
な
る
皆

様
に
は
個
別
に
文
書
等
で
ご
案

内
い
た
し
ま
す
の
で
よ
ろ
し
く

お
願
い
い
た
し
ま
す
。

巡回健診申込みの流れ
STEP１ 組合・国保に申込む
休日（日曜日）「巡回健診」で受診

「健診日・会場」を選ぶ

健診時間 午前9時30分～正午12時
受診希望日を決めて、健診日2週間前までに組合へお申込みください。

ＦＡＸ
の場合 FAX．095-861-0048

※申込後、受診予定日1週間前に詳細なご案内時間、問診票と検査キットをご自宅にお
送りします。
※会場については、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種会場になる可能性があり
ます。状況により急遽、中止になる場合があります。

健 診 会 場
平戸文化センター

島原文化会館 ※9/26㈰の予定が、
8/29㈰に変更になりました。

大村支部
佐々町文化会館

佐世保東支部 ※8/29㈰の予定が、
9/26㈰に変更になりました。

時津町北部コミュニティセンター
※10/3㈰の予定が、10/17㈰に変更になりました。

STEP２ 会場で受診する
受診に必要なもの
●特定健康診査受診票（ピンク色）
受診予定日1週間前後にヘルスポートクリニック様からご案内時間・
問診票・検査キットが届きます。

●実費（選択検査申込者のみ）

郵送の
場 合

〒852‐8021
長崎市城山町29‐26 長建国保宛

実施日令和三年
※8/8（日）
8/29（日）
9/5（日）
※9/12（日）
※9/26（日）

※10/17（日）

人間ドックを受けましょう! 実施医療機関を御確認下さい
右記の医療機関で人間ドックを受診頂けます。身体の状態をチェッ
クしてみませんか？！
お申込は組合窓口でお手続きとなります。（ご持参頂く物 人間ドック自己負
担金・保険証）
医療機関によっては、今年度中の人間ドック定員を上回った場合、ご予約頂け
ない場合がございますので、お早めにお申込下さい

※新型コロナウイルス感染防止に伴い、一部の医療機関で検査内容等の変更が
ございます。再開の場合、組合新聞でお知らせいたします。

日帰りコースのみ 受付男性・女性平戸市民病院

問診・身長・体重・BMI・聴力・視力・採血・血圧・尿検査・検便・心電図・胸部レントゲン・胃検査
（2日目）糖負荷（血糖値検査）※1、オプションで大腸内視鏡検査をご希望の方は、2日目の朝から
の検査となります。

自己負担額 18，000円（※オプションを追加する場合のみ別途検査料金が必要となります）
自己負担額に乳がん・子宮がん検査代金も含まれます。※オプションを追加する場合のみ別
途検査料金が必要となります

合計金額
（組合でお支払い金額）
37，470円
合計金額

（組合でお支払い金額）
38，130円
合計金額

（組合でお支払い金額）
31，200円
合計金額

（組合でお支払い金額）
31，200円

問診・身長・体重・BMI・聴力・視力・採血・血圧・尿検査・検便・心電図・
胸部レントゲン・胃検査

自己負担額 7，000円（※オプションを追加する場合のみ別途検査料金が必要となります）
自己負担額に乳がん・子宮がん検査代金も含まれます。※オプションを追加する場合のみ別
途検査料金が必要となります

大腸内視鏡検査・ピロリ菌検査・
腫瘍マーカー（膵・胆嚢がん）
＋19，470円

大腸内視鏡検査・ピロリ菌検査・
腫瘍マーカー（膵・胆嚢がん）
＋20，130円

大腸内視鏡検査
＋13，200円

大腸内視鏡検査
＋13，200円

自己負担額
18，000円

自己負担額
18，000円

自己負担額
18，000円

自己負担額
18，000円

男性

女性

男性

女性

日赤原爆諫早病院

大腸内視鏡検査・ピロ
リ菌検査・腫瘍マー
カー（膵・胆嚢がん）

佐世保中央病院

糖負荷検査・
大腸内視鏡検査

一泊二日

一泊二日
自己負担額

大腸内視鏡検査
追加料金

日帰り

日帰り
自己負担額

人間ドック実施医療機関
電話番号

095‐
822‐3151

095‐
861‐1477

095‐
856‐1305

095‐
841‐9612

095‐
843‐7701

095‐
813‐5820

0957‐
27‐2127

0957‐
52‐2163

0956‐
33‐5335

0956‐
49‐3377

0950‐
28‐1113

0959‐
72‐3181

医療機関の所在地

〒850‐0832
長崎市油屋町1‐21

〒852‐8022
長崎市富士見町3‐25

〒852‐8055
長崎市虹が丘町1‐1

〒852‐8511
長崎市茂里町3‐15

〒852‐8107
長崎市浜口町3‐5

〒851‐2131
西彼杵郡長与町北陽台
1‐5‐1

〒859‐0401
諫早市多良見町化屋
986‐2

〒856‐0817
大村市古賀島町133‐22

〒857‐1165
佐世保市大和町15

〒857‐0136
佐世保市田原町11‐9

〒859‐5363
平戸市草積町1125‐12

〒853‐0031
五島市吉久木町205

婦人科検診

乳がん

乳がん
子宮がん

乳がん
※3 子宮がん

乳がん
子宮がん

乳がん
子宮がん

乳がん
子宮がん

乳がん
子宮がん

乳がん

乳がん
子宮がん

Ｒ3．7．1現在
胃内視鏡検査
・バリウム
のどちらか選択

胃カメラのみ

胃カメラのみ

バリウム
・

胃カメラ

バリウム
・

胃カメラ

胃カメラのみ

バリウム
・

胃カメラ

バリウム
・

胃カメラ

バリウム
・

胃カメラ
（鼻・口 選択）

バリウム
・

胃カメラ

バリウム
・

胃カメラ

バリウム
・

胃カメラ

バリウム
・

胃カメラ

一泊二日コース
※1．別途、自己負担必要

大腸検査

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

※1●
別途、自己負担

×

×

×

※1●
別途、自己負担

×

×

×

×

×

×

×

糖負荷

●

×

×

×

●

×

×

×

×

×

×

×

●

×

×

×

●

×

×

×

×

×

×

×

日帰り・
一泊二日

1泊2日

日帰り

日帰り

1泊2日

日帰り

日帰り

日帰り

日帰り

1泊2日

日帰り

日帰り

1泊2日

日帰り

日帰り

1泊2日
中止

日帰り

日帰り

受診
対象者

男性のみ

男性
・
女性

男性
・
女性

男性
・
女性

男性
・
女性

男性
・
女性

男性
・
女性

男性
・
女性

男性
・
女性

男性
・
女性

男性
・
女性

男性
・
女性

実施医療機関名

ながさき内科
リウマチ科病院

さとう内科医院

虹が丘病院

長崎原爆病院

福田ゆたか外科医院

長崎北徳洲会病院
※長与町に移転

日赤原爆諫早病院

大村市民病院

佐世保中央病院

久保内科病院

平戸市民病院

五島中央病院

※1 大腸内視鏡検査をご希望の場合、別途追加料金が必要となりますので、
ご注意下さい。

※2 乳がん検査を受診予定の方（乳腺エコー・触診検査）が男性技師の場
合がございます。
また、男性技師・女性技師の選択はできませんので、予めご了承くだ
さい。
乳がん・子宮がん検査がご不要の場合、組合窓口でお申込いただく際
に、お申し出ください。

※3 子宮頸がん検査が外部委託の医療機関となります。福田ゆたか外科医
院（松山町 杉田レディースクリニック）

（1974年5月30日 第3種郵便物認可） 第673号 4�建 設 長 崎毎月1回15日発行 2021年（令和3年）7月15日発行


	kensetsu_P1-2
	kensetsu_P3-4

